
30 令和元年度森林及び林業の動向

特集　持続可能な開発目標（ S
エスディージーズ

D G s ）に貢献する森林・林業・木材産業

（企業への森林・木材利用に関わるアンケート調査）

前節で紹介したような森林・木材の利用に係る

様々な取組の広がりを把握することを目的に、林野

庁は、令和元（2019）年11月に、国内企業を対象

として、SDGsと森林・木材利用に関わるWebアン

ケートを実施した＊74。この結果、中小企業から大企

業まで、業種は製造業を中心に卸売・小売業、建設

業、サービス業など幅広い業種の企業から392の

回答を得ることができた（資料 特－17）。回答企業

の約半数は従業員300人以上と規模が大きな企業

の割合が高く、また、そもそもSDGsや森林及び木

材利用に関心が高い企業が回答したとも考えられる

が、森林・木材利用に関する取組に対する企業の考

え及び傾向を知ることができる。

このアンケートの結果から、SDGsを経営戦略等

に組み込んでいる企業が約半数、特に従業員が

1,000人を超える企業では４分の３を超えるなど、

企業のSDGsへの取組が経営の中心に組み込まれ始

めている様子がうかがえた（資料 特－18）。一般社

団法人グローバル・コンパクト・ネッ

トワーク・ジャパン及び公益財団法人

地球環境戦略研究機関が平成30

（2018）年度に行った企業・団体向け

の調査においても、SDGsが「経営陣

に定着している」とした回答が59％、

「従業員にも定着している」とした回

答が17％となっており、今回のアン

ケートも、これに近い数字となってい

る＊75。一方、中小企業におけるSDGs

の認知度は低いと考えられている＊76

が、今回回答した従業員が20人以下

の企業の33％が経営戦略等に組み込

んでいると回答している。

＊74 令和元（2019）年11月から令和２（2020）年１月にかけて林野庁Facebook、一般社団法人日本経済団体連合会、公益社団法人経
済同友会、日本商工会議所、一般社団法人日本プロジェクト産業協議会（JAPIC）及び公益社団法人国土緑化推進機構を通じた周
知により実施。有効回答数は392。

＊75 公益財団法人地球環境戦略研究機関 （2019）主流化に向かうSDGsとビジネス～日本における企業・団体の取組現場から～: 7.
＊76 関東経済産業局、一般財団法人日本立地センター「中小企業のSDGs認知度・実態等調査」（平成30（2018）年）

３．企業の森林に関わる意向と活動 
内容

アンケート調査回答者属性資料 特－17

【規模】
20人以下
14.8％

21～100人
19.7％

101～300人
13.0％301人以上

13.6％

1,000人以上
38.9％

【主な業務内容】

製造業
（製紙・木材産業除く）

28.6％

卸売・小売業
13.0％

建設業
12.8％

その他
11.3％

サービス業
11.3％金融・保険業

5.1％

情報通信業
4.6％

林業
4.3％

製紙・木材産業
3.8％

不動産業
2.8％

電気・ガス業
2.3％

　注：n=392社
資料：林野庁アンケート調査

担当者からみたSDGsの認知度資料 特－18

SDGｓは経営戦略等に組み込まれ、
従業員も良く知っている
　　　　　26.9％

SDGｓは経営戦略等に組み
込まれているが、
従業員は良く知らない
　　　21.5％

意味は知っているが、
戦略には取り込めていない
　　　　22.3％

意味は知らないが
聞いたことはある
　　 7.9％

SDGｓを認識していない
16.1％

その他・無回答  5.4％

　注：n=392社
資料：林野庁アンケート調査
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特 

集

森林・林業・木材利用に関わ

る活動を現在実施又は実施予定

の企業は、247社と全回答の６

割を超えた。その活動内容は、

「森林の整備・保全」が半数以

上を占めており、「子供・地域

住民・市民向けイベント」、「林

業分野への技術提案・販売」、「木

育など木材利用の普及・啓発」、

「森林に関わるNPO等への支

援・寄附」と続いている。また、

木育等も含めて木材利用に関わ

る活動を実施している企業は、

60.3％あった（資料 特－19）。

森林・林業・木材利用に関わ

る活動の開始時期についてみる

と、平成12（2000）年以前か

ら開始した企業が27.9％であ

る一方、2000年代後半以降に開始した企業が半分

程度あり、最近になって森林・林業・木材利用に関

わる取組を始める企業が増えている様子がうかがえ

た（資料 特－20）。

期待する効果（主な目的）としては、「社会貢献」

が74.9％と多く、「地域との交流」が47.4％で続

いた。期待に対応し、活動内容は、森林整備に加え、

イベント、木育等の地域住民と関わる取組が多いこ

とがうかがえる。一方で、平成28（2016）年以降

に活動を開始した企業においては、「社会貢献」が

55.6％と回答者全体より少なく、「新規顧客開拓」

が51.2％、「事業領域の拡大」が46.3％と多い。

社会全体でSDGsへの関心が高まる中、社会貢献的

な性格が強かった従来のCSR（企業の社会的責任）

活動としてだけではなく、事業活動を通じて森林・

林業に貢献しようという企業のインセンティブが高

まっていると考えられる。

実際の効果も、期待する効果と同様の傾向であっ

たが、特に「地域との交流」は期待よりも効果の方

が上回った。これは、森林整備等の別の目的で始め

た取組が、結果的に地域との交流に結びついたもの

があるためと考えられる。また、売上向上に結びつ

いたとする企業も25.9％と一定数存在した（資料 

特－21）。

活動に際しての苦労に関する質問への回答は、「予

算確保」が最も多く、次に「社内での説明・理解」

や「社外の参加者集め・広報」が続いた（資料 特－

22）。

森林・林業・木材利用に関わる活動を拡大してい

くための条件整備としては、「森林に関わる企業側

のメリットについての情報」が58.8％と半数以上

を占め、具体的には予算確保や社内での説明、参加

者集めの材料となる情報を必要としている企業が多

活動開始時期資料 特－20

2000年以前
27.9％

2001年～2005年
10.1％

2006年～2010年
18.2％

2011年～2015年
17.0％

今後実施予定
3.6％

2016年以降
16.6％

その他・無回答
6.5％

　注：n=247社
資料：林野庁アンケート調査

森林・林業・木材利用に関わる活動内容資料 特－19

　注：n=現在活動を実施、又は実施予定の企業247社、複数回答可
資料：林野庁アンケート調査

53.453.4

36.436.4

32.032.0

31.231.2

25.925.9

26.326.3

22.322.3

10.110.1

31.631.6

24.724.7

23.923.9

20.620.6

17.017.0

森林の整備・保全

子供・地域住民・市民向けイベント

林業分野への技術提案・販売

森林に関わるNPO等への支援・寄附

自社敷地の緑化

従業員主体の森林づくり活動への支援

森林を活用した従業員研修

森林を活用した従業員健康づくり

木育など木材利用の普及・啓発

認証材・地域材商品の購入

事務所・店舗等の木造・木質化

木造・木質化建築技術の開発

認証材・地域材製品の開発・販売

0 20 40 60（％）

森
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特集　持続可能な開発目標（ S
エスディージーズ

D G s ）に貢献する森林・林業・木材産業

いと考えられる。また、「企業との連携に積極的な

森林組合・林業事業体等の紹介」が43.5％に上っ

ており、地方公共団体を始めとする「つなぐ」主体

の取組が重要と考えられる（資料 特－23）。

活動の予定がない企業についてみると、その理由

としては「関心がない」、「利益につながらない」と

いう回答を挙げた企業は少なく、むしろ、「活動す

るきっかけがない」という回答が７割を占めた（資

料 特－24）。何らかのきっかけがあれば取組を始

める企業は一定数あると考えられ、そのためには、

林業・木材産業関係者からの後押しが重要と考えら

れる。

活動を実施する主な目的及び効果資料 特－21

74.974.9

47.447.4

46.246.2

41.741.7

34.434.4

23.523.5

16.616.6

14.214.2

13.813.8

8.98.9

66.466.4

54.754.7

40.140.1

36.436.4

30.430.4

25.925.9

16.216.2

11.311.3

7.37.3

社会貢献

地域との交流

事業領域の拡大

新規顧客開拓

消費者・投資家への訴求

木材販売

原材料の安定調達

その他

0 20 40 60 80（％） （％）

社会貢献

地域との交流

事業領域の拡大

新規顧客開拓

売上向上

原材料の安定調達

その他

0 20 40 60 80

事業活動による
環境負荷の低減

従業員の確保・
育成・福利厚生

事業活動による
環境負荷の低減

従業員の確保・
育成・福利厚生

【主な目的】 【得られた効果】

　注：n=247社、複数回答可
資料：林野庁アンケート調査

活動時の苦労資料 特－22

38.538.5

30.030.0

30.030.0

25.125.1

17.817.8

15.015.0

17.817.8

8.18.1

予算確保

社内での説明・理解

社外の参加者集め・広報

森林・林業の協力者確保

活動場所の確保

木材調達

特になし

その他

0 10 20 30 40（％）

　注：n=247社、複数回答可
資料：林野庁アンケート調査

取組拡大に必要と考える条件整備資料 特－23

58.858.8

43.543.5

35.835.8

24.024.0

23.523.5

7.77.7

森林に関わる企業側の
メリットについての情報

企業との連携に積極的な
森林組合・林業事業体等の紹介

新規事業を開拓するための林業・
木材産業の状況についての情報

森林に関わる際の
相談窓口

国産材を販売する企業・
森林組合・市場等の情報

その他

0 20 40 60 80（％）

　注：n=392社、複数回答可
資料：林野庁アンケート調査

活動予定がない理由資料 特－24

　注：n=活動予定がない企業144社、複数回答可
資料：林野庁アンケート調査

70.170.1

22.222.2

13.913.9

11.811.8

5.65.6

15.315.3

活動するきっかけがない

活動するための場所がない

利益につながらない

関心がない

社会的意義が分からない

その他

0 20 40 60 80（％）
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